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　４ｏ～１ １ｏ GHz を用い電話約２８万チャンネルを伝送するｗＴ４方式の実用化を進めてい
　るoこの方式では, 2 7 4,M tﾚｓ2相位相変調方式が用いられている。ヨーロッパではイギ
　リス（ＢＰＯ），フランス（ＣＮＥＴ）が実用化を進めているが，ともに５ ｏ GHz 以下の周
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謀14）
波数帯におヽいて８左いし１２万電話チャンネルを伝送する方式が当面の目標となっている。






ギリス19 7 5年，フランスの最初の中継実験が19 7 3年である。
　一方，我国では，諸外国に先がけて早くから高速ミリ波再生中継の研究を行ない,19 6 8
年には2 2 5 Mb / s振幅変調方式での導波管，分波装置を含めた総合中継実験,19 7 0年
には8 0 6 Mb/ s ４相ＰＳＫ変調を用いた総合中継実験（遅延検波方式），これらを基盤と































































例 毎号(発表1 変調器形式 立上り・立立下ね時間 搬送周波数 回路形式 使用半導体 機　関 文献
① 19 59 通過形AM 1.5ns Ｘバンド 導波管 　　ポイントＧｅｚフンタクト米国 出
③ 1982 通過形AM 0.3ns 2 4GHz 導波管 siごにぶﾄ ECL (8)
③ 1964. 通過形ＡＭ，反射形AM 0.5ns llGHz 導波管 Ge　SB ECL (9)
④ 196 6 通過形AM 0.3 5～0.2ns 9.3GHz 導波管 Gぐ昌卜 米国 (10)
⑤ 196 7 反射形PM ins 4GHz ストリップライン パラクタ 日電 (11)
⑥ 19 6 8 通過形AM 0.5ns 4.GHz ストリップライン SBD EC L (12)
⑦ 1969 通過形４相PM 0.7ns 4GHz ストリップライン SBD ECL (13)
⑧ 196 9 反射形疑似８相PM 0.5ns 2.5GHz ストリップライン 不明 富士通 (U)
⑨ 196 9 ハイブリタド使用反射形4相 0.6ns 3.5GHz ストリップライン SBD EC L (15)
⑩ 19 70 反射形4相PM 0.5～ 2 0GHz 導波管 GaAsSBD EC L (16)
○ 19 7 1 通過形２相PM 0.3 5～0.4 5ns 4GHz ストリップライン GaAsSBD ECL (17)
⑩ 19 7 1 反射形２相PM 0.5n s ５０～60 GHz 導波管 PIN BTL (18)
⑩ 1971 リング変調器４相PM 0.5n s 1.7GHz 集中定数素子 SBD ECL (19)





















影響. ( 2. 2節），高速位相変調器設計の基本方針（2. 3 節），４ GHz 帯通過形8 0 OMb/s























































































































( Ti=O, 1, 2, 3 )　　ラジアン
ニ
・
























































( 2. 3 )
　今, u(t)が中心周波数ωo，振幅，遅延特性が対称の伝送系（帯域通過フィルタ（Ｂ．Ｐ．Ｆ）
で表現できる）を通過して得られる受信信号は（図a. 4 ) ,
雨)ニi=jじ。。しiタ(t-iT)゜゜゛゜μ゛４タit-i 7･)パ゛゜μ}






















































































( 2. 7 a )





























/ H( of) { c・バｙ＋ωｏ＋ω｝ｚ＋Ｃ ０Ｓ　(Cl)＋ωo－ω）z














































































( 2. 9 )
但しＺ（£＝２･fo/ir- 0.５Bv/fr ，Bfpr； 伝送帯域幅，几　：゛゛゛繰返し周波数である。Ｂｒノ八ヽ























波レベルを種々の値に規定した場合のらとy。との関係を図2.9に示す。　ら,≦0.2 8 7 とい


































図2. 1 0　幅変動のために余分に生じる符号間干渉（ｐＥ ＴＸＴ）






































　変調信号に角度誤差ぷある場合は，一方のチャンネル（例えば式( 2. 1 ) )から他方のチャ















゜( a£ cos ｊ ∂Ｍｉ゛b^ バブ∠^　9 ＭＥ）ｃ°タ&), Z ゛（ji°゜ぶ　j∂jf£‾
゜ｉﾊﾟﾌl j∂jf£)パ゛ωｏＺ











Lme = 20　６タ(1-j eが£） ( 2. 1 2 )
で表わされる。





































与える。図2. 1 4 (d)に示すように，帯域制限後の受信波におけるタイミング時点での干渉量を
Pt　とすると・その大きさは変調波立上!）時間（り）左らびにＳ字状歪の大きさにより依存し･
同図（ｅ）のようになる。


































































































ダイオード D5 50 8B GSB-aB V3 3 7
立上り時間（ｎ　sec) 0.5 0.6 0.8
立下り時間（ｎ　sec) 0.5 0.6 0.6
挿入損失(dB) 　　　1.0
（at　-1.3 V) 　　　　1.4（at　- 0.97 V ) 　　　　2.7（at　- 2.04V )
ＯＮ-ＯＦＦ比（dB）












































































































































　その１つの候補として4 0 OM B 4相位相変調方式を用いた中継装盾実現を目標にかき，検
討を開始した。















































　（1）･・゛ルス符号速度4 0 3. 04 MBで動作すること。
　　‘（１－ａ）変調波立上り，立下!）時間; 7 0 0 p s以下
　　（１－ｂ）変調出力回路および，π／４シフタの周波数帯域幅; 1 GHz以上
　（2）変調出力波の波形歪が小さいこと。
（２－ａ）変調出力波エコー: - 3 0 dB以下
( 2-b )変調出力波ジッタ；±4多以下




　　( 3 -a )変調回路損失；９ dB 以下














パルス符号速度 4 0 3.0 4MB ／ノ ショツトキパリアダイオードによる高速ダイオードスイクチを使用（経路切換え形回路を採用）変調器ドライプ増幅器として電流切換回路２回路を並列接
続
4.0 3.04 MB ／ノ変調波立上り立
下り時間
7 OOP s以下 700 ps以下
変調出力波
エコー
-3 0dB以下 ?>2.% 0.3dB ベースバンドパルスと変調出力パルスの分離に分波回路を
使用
－３４ｄＢ以下 嗜 0.2 dB
変調出力波ジッ
タ（幅変動）
士４多以下 木*4.8俤 0.4 dB 変調器ドライプ増幅器にｼﾞ.ッタ補償回路を使用(54) 士1 50p s(士哺)址ﾄﾞ ＊＊緬 0.7dB
変調位相角度誤
差




小形，低損失( 0.3 d B以下）低VSWR( 1.3以下）の振
幅ぉヽよび位相徴調回路の開発が必要である。















ノ変調節全損失 ９ｄＢ以下 7.5dBπ/4タフタ位相変化範囲 Ｏ～５０ｏ以上 しゃ断周波数と容量の変化の大きさの２点に着目してパラクダイォードを用いる。 　　　４５゜以上（バイアス+ 0.5～-lV)
合　　計 1.1dB 1.2 dB
　　＊　ス｀クトラム軸りかえし，ベースパンドパルス高調波成分ろうえいは，ｙ。＝４ ＧＨｚがｙμこ対し１０倍以上離れているので，その影響はほとんど無視し得る。
　＊＊　実際に発生しているわけでなく等価的な量( 2.2節(e))




























































































































ド( D 5 5 0 4：シルパニア社製）を用いている。このダイオードは表2.2のD 5 5 0 6 Bと




　この点について，図2. 2 3 (c)を用いてもう少し詳しく説明する。同図ぐb）に示したように，端
子Ｂに，内部インピーダンスが回路と整合状態（5 0 Q )となる電源を接続し負バイアスをか
けるｏ　このようにすると・端子Ｐから見た回路の電流（IP）電圧（ＶＰ）特性は曲線ａ一ｃとな







　図2. 2 3 (b)に示すように，本回路ではダイオード回路のまわりに，三つの分波回路をもうけ
ている。同図の右側に示したように，それぞれ共通の端子Ｃと，４ GHz 帯搬送波信号を分波
し出力する端子Ｈ，ならびにベースバンド信号を分波し出力する端子Ｌをもっており，Ｈ端子，
Ｃ端子は整合状態で用いる。　したがって，ダイオードD, ，D2の両端で反射する４ GHz 帯
信号ならびにベースバｙド信号は, 2. 3節（b）項で論じたように，すべて入力端子，出力端子，












































































( 2. 1 3 )
( 2. 1 4. )
この場合，ＣＤの影響の目安を得るため，解析を簡単にする意味からＲＤ＝ｏ　としている。












( 2. 1 5 )








































を図2. 2 6に示す。同図では搬送波４ GHz　に対する計算例である。
　同図より，０相からπ相へ変化した場合の立上り時間は約4 0 0 ps　，π相からＯ相の場合



















形位相変調器を試作した。搬送波入力レベルを＋１ ３ｄ B m. 直流バイアスを－1.5Vとした
場合の静特性おヽよび変調波形特性を図2. 2 7 , 3. 2 8に示す。







- 1. 5 V
４ GHZ









いはエコーの発生量はきわめて小さく，エコーは3 0 d Bを下まわっている。パルス立上り時
間はt) 0 0 ps以下であって所期の目標を達成している。






換回路の出力波形で６０ｍＡの電流が0.7 nse c で切換えられている。
-4.2-









　図2. 3 1に試作した変調器のプロッタ図を示す。　４ GHz　帯局発（ＩＦＬＯ）で発振された周
波数4050MHｚの搬送波はハイブリッド（ＨＹＢ１）で２分され，かの釦のＯ－ヅ2相変調器


















　まず，レベル関係については図2.3 1にも例示するように，変調器出力レベルを+ 8. 7d Bm
とした場合には局発出力レベルは+ 1 6.2 dBm となり変調部全体の電力損失は7. 5 dBであ
った。この内訳は２相変調器損失1.5 d B, π／4タフタ損失1. 3 d B .ハイブリッドの原理的
損失3 dB .その他の回路損失の合計1. 7 dBである。






























帯域幅５ ｏ 0 MHz の５段トムソン形フィルタに通過させた場合の同期包結線波形であり，ま
た図2. 3 5はエコー量を測定するため減衰器により振幅を低下させたもので，上の波形から順
に，－２ 0 d B, －２ ６ dB, －３ ０ dB, - 3 6 dBの場合を示している。これらの図から同期
包結線波におけるエコーは－３０ｄＢと－３６ｄＢの中間であり, - 3 4 dB以下であると読
取れる。
図2. 3 4.　帯域制限を与えて観測した４相位相変調波送信波形
　　　　　5 0 0 MH z 5段トムソンフィルタ通過波形
　　　　孝壽：包絡線波形
　　　　刄矛:同期包絡線彼形









立上り時間は7 0 0 ps以下（検波器の立上り時間を含む）であることが確認できた。以上，
４ GHz　での４相位相変調回路について，設計試作を行痙ったが，得られた特性をまとめて表
2.3に示した。試作のものは設計目標をほぼ満足するものであり，ミリ波中継装置に実装し，
横軸：500ps/d i V .



















0 0 M B 4.相（ＩＦ：１．７GHz　）の検























Ｃ／Ｎ劣化 I F 4 GHzでの実現値＊＊
１ パルス繰返し周波数 4. 0 3 MHz / 4, 0 3 MH z
２ 変員皮符号形式 ＮＲＺπ／２シフト４相位相 / NRZ　π／４シフト４相
３ 形　状 厚さ5 0mm以下で極力小形 /
４ 出力電力 ~- 5 dBm / 十8.7 dBm
５ 立上り，立下り時間 0.7 n s / ０．７ns
６ パルス幅変動 士３％以下（ﾆｾﾞﾌ５ＰＳ以下） 0.3 dB 士６侈以下
７ 　　　蓑嘆一戈-不要波ならびエコー - 3 2 dB以下 0.2 dB - 3 4 d E以下
８ 変調角度誤差 士1.5°以下 0.2dB 士１ｏ以下
９ 変周波振幅偏差 土0.2 dB以下 - 士0.2 5 dB以下










　　　　　･'゛フド'゛ﾉ｀･゛立上り時間ｔｒｂを0.5ns として，t rb/r=||=0.2. f｡/fr＝4.25とすると，図
　　　　　2. 9 Jtりろうえい抑圧のない回路では-35dBとなるo
左課題のひとつとなった。次項では各種の変調回路について，搬送波１．７ GHz ，変調パルス
繰返し周波数4 0 0 MHz　を考えた場合，これらの歪量がどの程度見こ｀まれるか，どの回路構


















































































　この形の変調器については, 2.4節にも述べたように. I F 4 GHz　に対し, 4. 0 0 MBの

























































　　（図2. 3 7 )
トランスのバランス
に依存する





フィルター必要 ０ Z/ ２
スター変調器
　　（図2. 3 8 )
〃 原理的にない ０ Z/ ２
コーワン変調器

















通過形変調器 /Z /Z 士5.9 // １
反射形変調器 // /Z 土5.9 /Z １







フィルター必要 ０ 〃 ２



























に搬送波レベルに比較して，小レベルのベース・バンド。パルス(図2. 4 4(c) )を印加すると































































　図2. 4 3に示す回路構成により, 4 0 0MB相当の入力パルス（・勺レス幅:2.5 ns　）を印




　　特に，ブリッジ部を一つのケースに納めたピームリード形ｏダイオード( D 5 8 4 8 A )
　　は性能面でも優れていた。ヽまた，ベース・バンド。パルス０レベル，おヽよびバイアスを調
　　整することにより，出力波形０振幅釦よびバランス０調整が容易にできることを確認した。




　脚　スナップ・オフ効果の影響は出力側に現われない。（図2. 4 5 (c) )。



















































































































































５０ 0 MHz 以上の周波数範囲で大きなアイソレーション特性( 1 3 0 dB以上）を有するＹ分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）（48）岐形ハイブリッドを新たに開発し用いた。
･また変調回路の後段にあるフィルタは近似ゼロ交叉波形伝送系(邨臨満足させるため，送信側










　(c) 1.7 GHz 帯４相位相変調回路０特性
　（ｃ－１）振幅・遅延周波数特性
　前節で述べたように各部の振幅・遅延周波数特性は蛮調部０帯域制限用フィルタの特性を除
いて，すべて１．７ＧＨｚ土　40 0 MHz　Ｏ範囲で平坦となるように設計した。図2.4 9に図
2.4 8 c点ａから変調出力端子｀までの振幅遅延周波数特性に対し，測定値から帯域制限用フィ
ルタ（３ｄＢ低下±3 6 0 M Hz 5段振幅最平坦形）の理論値を差引いた結果を示す。
　こ０図は試作した変調盤６台，変復調盤６台０変調部０振幅遅延周波数特性に上記０データ




































　( C- 2 )変調振幅偏差・角度誤差




囲における最悪値を示したも０である。振幅偏差０設計目標（ﾆt 0. 2 d B以内），角度誤差の
設計目標（±1. 5 °以内）を満足しないものが１～２例あるが，ほとんどのも０が目標を満た



























0　0.1 0.12 5 0.15 0.17 5 0.2 0.225 0.2 5 0.275 0.3 (dB)
























ベルがパルスの最大値に比較して- 3 2 dB以下であることが確認できた。このことは2.3節
で述べた不要波発生抑圧の手法が有効であることを示していると考えてよい。図2. 5 3 (b)では
図２,４８のａ点て観測した変調波の立上り時間のヒストグラムを示す。図からわかるように，









































































































　( c - 1 )　アイパターン
　゛ラメー｡ﾀＡおよび叫／Ｔのいくつかの例について前述のモデルにより計算したアイパター






（ｂ）Ａ°０．１　tr /T= 0. 2 8


















































　図2. 5 8 (b)は符号誤り率１０‾９を得るのに必要なＣ／Ｎ（搬送波電力対雑音電力比）値につ
いて，Ｓ字特性の劣化がない場合にくらべどれだけ余分に必要かを「Ｃ／Ｎ劣化」としＱう表現






















ータＡ°０．２・ｔ。／Ｔ゛0.28　の場合（図2.5 7 (c)に相当）に等化フィルタとして- 0.0 6 4
Ｔ２Ｇａ゛／Ｈｚ）の一次遅延傾斜のものを用いた場合，（b）はパラメータA = 0. 3 , t。／Ｔ＝0.4





〜 ? ? ? ?
A= 0.1　tr/T= 0.16
A= 0.2　t r/T= 0.2 6


















　2. 5.4で述べた4 0 0 M B 4相リング変調器を対象に実験的左確認を行なった。実際に観測
される１．７GHz 帯リング蛮調器のＳ字特性歪量Ａは図2. 5 4にその１例を示したように0.1
～0. 2 であり・また立上り時間は図2.5 3に示したように約0.6 nsec(t./T= 0. 2 5 )であ





























約一〇｡5 ns/GHz の等化器を試作し実験に用いた。図2. 6 2に実験結果の例を示すが，等化
の効果は認められ，誤り率1o‾9点におヽいて約０．３ dB のＣ／Ｎ改善が得られた。この結果は，
図2. 5 8 c解析結果ともほぼ一致するものでも!)，ここに実験によっても，変調器のＳ字特性
が，一次遅延等化器によって等化されることを確認することができた。























よりこれを達成することができた。 す カ:わち，グロッタ周波数4 0 0 MHz　で４値伝送（４相
位相変調符号伝送速度８ ０ OMb/s ）を行なう変調器を実現し，立上り立下り時間が速く















































8 0 0 Mb/s　４相ＰｓＫ伝送をねらいとしているが，研究を始めるにあた!）このよう忿超高
速に対する先行指標となるような復調の検討例は内外に少なく，基礎技術からの積み上げが必
要であった。
　ディジタル再生中継では，中継装置で微弱々受信信号を中間周波数（４又は1. 7 G H z )に






























































( 3. 1 )

















( 3. 2 )
( 3. 3 )
　　　　　(4)
であるので


















( 3. 5 )
ここで，式( 3.2 )は，本研究において新しく導入した誤差の少左い近似式であ凱導出の詳
細については第４章で論じる。各Ｃ／ＮでＰｅか最小と痙るようβ1　ならびにβ2　を選ぶとし
















































































































































がはかれる。後に詳しく述べるように，－１ ０ｄBm の４ GHz　中間周波パルスを，識別不確定
領域1／10以下で識別できることが確かめられた。なお･識別時間は識別ＴＤ対の双安定動作に














　２ ００ＭＢ程度の４ GHz ASKパルスを検波するためには，入力側では４ GHz　＋300M
Hｚ以上の帯域，出力側ではＤＣ～３ ０ OMHz 程度の帯域が必要である。　しかも3. 2. 1項に
も述べたように高感度でなければｶ:らない。
　入力側に対する条件（４ GHz　＋３ ０ OMHz 以上）を満足するのはそれほど困難ではない。
たとえばダイオード1 N 2 3 WEを用いて導波管形の検波器で３．５～４．４ GHz にわたって，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(22)ほとんど平坦な特性のものが得られた。






























































































とかりである。図3. 3 (c)から明らかなように－ｌ ｏ d Bm の４ GHz　を検波すると，検波電流
は約500／４Ａである。　この電流を全部識別ＴＤ対に流込めば，不確定電流が５０μＡ以下な
ら1／1o　以下の識別不確定領域で識別ができることになる。(10)そこで，ここでは標塵人力レ
ベルとして－１ ０ d Bm と定めることとした。
　(ｲ)パターンによるしきい値の豪動




















































































































するかを調べる。図3.9がその結果である。ダイオードバイアスがＯＶ以下，または0. 2 3 V
以上となると検波感度が下がり，識別不確定領域が大きくなっていることがわかる。しかしな





































態でｏ動作は望’ましくない。しかしながら，適当な動作状態がEp = 1～2. 5 Vのかﾌ1 17広い
範囲で与えられているので，ここでも電源マージｙが大きいといえる。
　以上の検討結果から，本識別回路では，調整すべきバイアス電圧が３つ，す左わちＥ。，ＥＩ。
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　々おヽ, Rl = 5 0ぶ?，ＲＢ＝１ ０ｊ?を選び，発振;などを起さ痙い安定;を動作を得ている。周









































































50 １００ 200 ４００
　　　　　　クロック周波数(MHz )























増幅器，あるいは, Act i ve-Elementによるインピーダンス穿換を用いないで，直接検波電
流を識別ＴＤ対に流し込もうとするところに特徴がある!5)(6)(8)
　以上，位相識別回路として高速動作が期待される図3. 1 l(a). (c), (d)の３種類の回路につい
て述べた。このうち(a), (c)については，これ･までに述べた通り検討を要する問題点が見つかっ
たので，その解決は今後の課題とし(d)の回路に候補をしぼって，位相識別回路の詳細な｡検討を






























































































ック周波数４ ０ 0 MHz という高速であっても識別不確定幅１０俤以下（４相ＰＳＫの場合は
目標±4. 5°以下）のものを，検波電流直接識別形の回路で実現することができた。











































































































　図3. 2 1に示した８ ０ 0 M b/s　遅延検波方式復調部の検波識別動作波形例を図3. 2 2に示














伝送系に近い±2 5 0 MHzのものと，帯域制限のゆるやかな±３ ０ 0 MHz の２種を選んだ。
この場合のＢＴ積（Ｂ：パルス伝送系の３ ｄＢ低下帯域幅，Ｔ：パルス繰返し周期）は変調波







らのＣ／Ｎ劣化はどちらの場合もほぼ±2 5 0 MHz　のフイノレタを用しりた場合1. 4 dB ,
±３ ０ 0 MHz　の場合は1. 2 dBであった。この理論値からの劣化は主として送信変調部０変
調角度誤差，変調出力｡心レス幅変動およびエコー，受信復調部の識別不確定幅の存在によるも
のと考えられる。これらの劣化要因によるＣ／Ｎ劣化を理論的に分析した結果を表3.2に示す。
表３．２　80 0 M b/s　４相ＰＳＫ遅延検波方式
　　　　変復調回路おヽり返し誤り率特性劣化要因分析




































































　図3. 2 5からレベル変動に対するＣ／Ｎ劣化余裕として0. 5 dB程度を割当てるとすると２
ｄＢ程度のレベル変動を許容できる。ヽまたＡＧＣを付加すればレベル変動は±0. 5 dB以下に
おヽさえることが可能であるので，このときはＣ／Ｎ劣化は0. 2 d B以下である。本復調回路は
このようにレベル変動に対し強いと思われるが，これは識別不確定幅が小さいことによるもの
と思われる。







　前項までに，遅延検波方式による高速４相ＰＳＫ復調回路について述べ, 8 0 0 M b/s伝送
とレヽう高速であ卵1がら設計目標を満足するものを得，高速ディジタル伝送におヽける復調の基
本技術確立がはかれた。導波管伝送にお･し４ては，耐歪雑音特性に優れた復調部の実現が望･まし
く，その意味では同期検波復調の実現が要望された。しかし，これ･まで内外において8 0. 0 M
b／1 4相ＰＳＫという高速ディジタル伝送におヽいて，安定で性能の良い同期検波復調回路の実
現例はない。本項では，前項･までに述べた高速復調再生技術を基本とし，新しい創意を加えて






















































図３．２６　８ ０ 0 Mb/s ４相ＰＳＫ同期検波方式復調部回路構成








±0.4 5 d B以下／±200MHz ,±0.7 5dB以下／±4 0 OMHz
























　　て8 0 0 M b/s　４相ＰＳＫ信号に対する検波・識別回路の実現に成功した。また，この
　　情報伝送速度における遅延検波方式復調部の設計・試作を行ない目標を満足する性能のも




　　標を十分満足する性能のものを得た。この技術は我国最初の実用化方式であるW- 4 0 G


















































































































































( 4.1 0 )
( 4.1 1 )
(4.12)
( 4.1 3 )
( 4.1 4 )
( 4.1 5 )
(4.16)
(4.1 7 ）






































































































































(Ｃ／Ｎ ）･Ｊ・･・・川20 10g （1‾4ρ７）|－0.32 ( 4.3 2 )
ﾌS:る式で近似的に求めることも考えられる。ここで，末尾の0.3 2という定数は，式( 4.31 ）
におヽける1八なる確率を誤り率１０‾９近傍でＣ／ｙ値に換算したものである。図4.1より正確












導波管線路 誘電体内装，らせん導波管混用線路，内径5 1mmφ，折り返し8. 4.km
直埋方式
分波装置 ４段階構成　枝分れ方式




符号速度 2 2 5.4 7Mb/s (電話換算約3,0 0 0通話路）
中継方式 ヘテロダイン受信，ペース.･゛ンド再生，スイッチング逓倍送信




波形伝送方式 ガウス形, BT=1 *
＊）Ｂ：３ｄＢ低下帯域，Ｔ：パルス繰,返し周期( 4.44 nsec)
-117





































































































図４．5　3 2 5.4 7 M Bラｙダムパターｙの符号誤か率測定に洽ける
　　　　パルス比較回路
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　｀まず，１中継系についてのランダム･゛ターンによる符号誤り率の測定を，4. 2. 3 項で述べた
方法により行なった。　このとき分波器系（送受のチャネル分波器としてスリーガイド形のもの
を使用した場合）（27仏伝送帯域幅は約3 4 0 MHzであり，受信器のＩＦフムfルタのそれは
±2 0 OMHzを用いている。中継実験系総合の伝送帯域幅は2 3 OMHz ( Br = 1.0２ ）となり，
目標値sr=i.oにほぼ近くなる。また，スライスレベルは，Ｃ /N=l 4.1 dBのとき誤ｐ率
が最小となるように定め，そのまま固定して誤り率を測定した。　このような条件のもとでの










































































































リーガイド形のものを使用しておヽ!),(27)分波器系総合の帯域幅は１号器で4 0 0 MH z , 2号器





１中継系，２中継系ともに理論値に近いことが明らかになった。唾だ, 4. 2. 3項で述べた誤り
率測定法が十分実用的であることが確認された。
　4. 2. 6　考　察
　2 2 5.4 7Mb/s 差動ＡＳＫ方式によるミリ波総合中継実験系の符号誤り率測定に関
し検討した。得られた結果を要約するとつぎのようにたる。













































































1 6 OMHzであり，クロック周波数4 0 OMHzでの４相ＰＳＫの動作例は内外にその例を見な
い。
　ここに提案する方式は，被変調搬送波信号として几／§（八はパルス繰返し周波数）だけず
















PCM 2 ： ０
（b）動作原理
??? ???
















































































































































ながら論じるとともに, 4. 3.4ではクロック周波数４ ｏ OMHz で動作する変調回路，ならびに













































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吝式( 4.2 3 )に訟け心ぐヽｔ）のガウ゛゜フィ゛ター応尽は･手計算では簡単にできないの



































































一合 8 0.3 ?6 ２ ０．５dB
に÷ 7 8.9 1 4. 9
鋸歯状*） 8 0.9 1 5.4































ここで≫! ・ 82　は干渉や雑音がない場合の信号ベクトル' -"l｡ ρ2は符号間干渉などの不要波，
”1・ ”2は熱雑音をあらわすものとする。遅延検波出力は２つあり，基準位相である先行タイ
ふ｡゛゜・ト信号尺1　を９０°移相することによ!）２種類得られる。すなわち，
　検波器廿？　：&ｏ°ん（a71Jｒ2十Vi y2 ) = k＼R I・＼R,l aタ（φ1－φ2）　　　( 4.26 )
　検波器昔か　ｌ（ｔ１ニｋ（‾yl ゛2十゛l y2 ）ニ川召1ト1-^2 I COS (φ1十晋‾φ2）（4.2 7）






























































ガウス形の帯域制限がある場合，前後４タイムスロットの種々のパターｙに対し. (c, ， s,),
（C2，S2）が求められるのでこれらを4. 2 8式に用いて几　を求め，６４通りのパターンで平
均化すれば帯域制限の影響が求まる。この結果を図4.2 3に示す。遅延検波方式では,正,負の出
力が，図4. 1 8～図4. 2 0に示したようにアンバランスであるから帯域制限の度合いにより最
適しきい値が変化する。
　次に, 4 0 0 MBという高速となると，送信変調部におヽいて，パルス幅変動（ジッタ）が無視
できなくなる（z. ４節）。幅変動があると，さらに符号間干渉を余分に受けたと等価になる
（図2. 1 0 ,図2.1 1 )ので，帯域制限の度合をパラメータとして誤り率を求めてみた。なおヽ，
ここでは4.4項のハードウェアの性能を考慮して±6. 2 5 %　の幅変動がある場合を対象として

















































































表４.4　試作8 0 6 M b/s 4.相ＰＳＫ中継装置主要諸元






符号速度 4.0 3.0 3 MHz




































































－3 ２ １ ０ １














































１号器( 4.7GHz ) ２号器( 5 0 GHz )
１ 送信出力電力 1 dBm以上 2.6 dBra 2.1dBm




























































７ エコーレペル －２６ｄＢ以下 ― 23dB以下 同　　　左
８ 眼の開き ６４侈以上 約60弟 同　　　左
９ 不要波レベル（入力換算） ―9 0 d Bm以下 同　　左 同　　　左
１０ 総合雑音指数 15 dB　以下 1 3dB 1 2.5dB
　図4,｡30は中継装置折り返しの場合の符号誤り率測定の結果であり, (a)は１号器（搬送周波
数4. 7 GHz ) , (b)は２号器（搬送周波数5 OGHz)の特性を示す。なあヽ，この実験では受信部































































































































































示す。実線は，図4. 2 4に示した幅変動の効果も含めた理論曲線である。これは, 2. 4.4項で






















　図4. 3 1でw. s W-1, w. s Ｗ－２を切換えて，分波装置，線路を通過するような回線を作
る。また，搬送周波数の低いチャネルには別にミリ波帯で……０，π，０今π　警……　の繰返
しパターンを有する信号を加え，チャネル間干渉の影響をも含んだ回線を作球8)
　このようなシステムに対し，ＰＮパターンで測定したアイパターｙ特性の１例を図4. 3 3 ,
誤j?率特性を図４.3 14に示す。図4. 3 4の曲線ａはチャンネル間干渉がある場合，曲線ｂは干
渉がない場合の実験結果を示すものである。　ＩＦフィルタとしては5 = 6 0 0 MH zのものを用
いて訟り｡，変調波の立上!)時間，送受チャンネル分波器，ＩＦフィルメ等を含めた総合の帯域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－149-
? ? ? ? ? ? ? ? ?
- - -
制限特性はB T= 1となるｏ（3?）図中の点線はこのときの理論曲線である。この図から，誤り率
１０‾９を得るのに要するＣ /N 値は，チャネル間干渉のない場合２ 1.8 d B,チャネル間干渉の
















































































































































































１５ 17 19 21
２３ 25





場合と２個の場合との誤り率１ｏ’９を得るに必要なＣ /N の差は約0.4～0.6 dB である。ま























　伽　総合中継実験システムでは，目標値として誤り率１０‾９を得るに必要ﾌ2: C/N 値2 5dB




































































































｛りh ( iS-iT) cosωμ十りｈし－iT）ｓｉｎ　（ｊ)0^}　　（4.2 9 ）
と表わすことができる。（式(2.3)再掲）。
但し, a, = 1又は－１，
　　　　　几゜１又は－１・





{a.y ( t―iT) COSωoz十らｙ（z一iT）パフiωot}　　　(4.3 o ）









































・（ 今－÷）｝　( 4.33 )













































































































ルＤｊのものをも受けるという点が異ﾌs;る。すなわち，式( 4.3 8）中かっこ内のz,1 ，し1
に関わる項がそれである。但し，自チャンネルの符号間干渉（α1，α_1に関わる項）は7いに／

















π/2シフト 0.8 8 2
π／４シフト
階段状基準位相 0.8 5 7
正弦波変調基準位相( b= 7.16度） 0.8 5 7
11　　　　( b= 8.59ffi ) 0.8 5 7 オーパシュート0.56°











-*= 1/8 (rad.) = 7.16（度），であり平坦刳
(rad. ) = ８．５９度）にするなどぶに対する若干の選択範囲があろう。さらに復調部を簡易な



























　研究所では，それまでのミリ波導波管伝送に関する技術( 4. 2 , 4. 3節の検討もこれに含｀ま
れる）を基礎として昭和４６年よ!3W-4 ｏＧ方式の実用化を開始した?）この方式は４３～８７
ＧＨｚの周波数領域を用い３０万電話回線を１本の導波管で双方向伝送するもので，方式の経
済化をはかるため１ミリ波チャンネルは8 0 0 M b/s　の情報伝送速度をもっている。


































回線切換装置から出る２系列の4 0 0 M b/s　のパルス信号は符号変換装置で同期がとられた
のち送信装置で４相位相変調されたミリ波信号とな知分波装置で多数のミリ波信号が束ねら
れ中間中継所に送られる。中間中継所では送受信装置によってベースパッド再生が行なわれる。
　図4. 4 3は，周波数配置を示すもので，４３～８ ７GHz の帯域をA, B, C, Dの４つのプ
ロックに分け，各ブロックには１４のミリ波チャンネルを配している。上り下り２８チャｙネ
ル（現用２６，予備２）とな几約2 0 G U/s Oパルス信号（電話３０万回痴）双方向伝送を





















　本方式の主要諸元を表4.8に示す。　8 0 0 M b/sとい５情報伝送速度は内外のこれヽまでのデ
ィジタノレ伝送方式におヽいて最も高速のものである。
表４．８　W- 4 0 G方式の主要諸元
（1）システム構成および伝送品質
標準擬似回線 2 500kiii, 9切替区間
ミリ波チャンネル数 上!）28，下り28（現用26，予備２）
平均中継間隔 1 5 km(同輸ルートなみの布設条件）
伝送容量/ﾐﾘ波チャンネル 8 00Mb/s (電話11520 , 4MHzTV24. ,カラーTV8 )
総伝送容量 約2 1Gb/s (電話約３０万, 4.MHZ TV6 2 4.,カラーTV208) ,双方向
変復調方式 PCM-4相PSK,同期検波，各局再生中継


























































































　（ｲ) 4. 2節で述べた研究所が試作した２ ２ 4 M b/s ASKミリ波中継実験装置
　（ロ) 4. 3節で述べた同じく研究所試作の８ｏ 6 M b/s 4相ＰＳＫ遅延検波方式中継装置，
　Ｏ　Bell研究所で現場試験用に用いた２ ７4 MU/s ２相ＰＳＫ遅延検波方式中継装置,(44)





















( 2 OL-Pl )
ミリ波導波管伝送
　( W- 4.0 G )
搬送周波数 2.1 1～2.3 9 GHz
10.7～1 1.7GHz
14.4～15.23 GHz




( 1 2.6 2 4.M1:ソs）
　４相P S K
( 9 7.7M b/s ）
４相P S K
( 4 0 0 M b/s )
　４相P SK










復　調　方　式 同期検波 同期検波 同期検波 同　期　倹　波




1 4,4 0 0 ( 1 1 G )
1 0.0 8 0 ( 1 5 G )
４６,０８０ 3 0 0,00 0




回路の開発を訃し進めた。その結果1.７ GHz 帯のリング変調器を基本とした変調回路（2. 5
節），周波数変動に強い無定位制御の同期検波回路( 3. 4節）などを実現した。また，（ｲ）では
エサキダイオード識別回路を用いたが，そ０後4 0 0 MHzで動作するトランジスタ識別回路，
広帯域直流増幅器を実現したので(43)よリ温度特性のよい識別回路が得られるようになった。










































　　　復調部では同期検波方式を用いるが，従来同期検波方式については4. 0 0 MB 4相とい
　　　う高速多相の伝送におヽいて安定で簡単忿基準搬送波の抽出に成功した例がなかった。そ
　　　こで，3. 4.4 項で論じたように，再変調比較形搬送波抽出回路を基本として，無定位制
　　　御，強制掃引引込みなどに新しい回路をあみ出し適用することによって８ｏ･0 M b/s 4
　　　相ＰＳＫという高速多相ＰＳＫ信号から安定な基準搬送波4抽出する技術を実現し/入


















帝城幅 8 0 0MHz
局　発 送受共用逓倍形（標準），周波数安定度土7×1o‾5（o～4o°C），原発振器は空胴装荷形固体発振器




































































5 2.9～6 2.4.dB以上（表4..13 )
この値と・後に詳しく述べるように･7）o・弓ならびにyVrニ‾8 6.2 d Bm （雑音帯域幅６００




AO 9 ( 5 0.28 GHz )
B 1 1 ( 6 2.67 GHz )
B 1 2 ( 6 3.4.8 GHz )
Ｂ１３ ( 6 4..29 GHz ）
Ｃ０１　０























標にそって, W-4 0 G方式では近似零交叉形波形伝送系が新たに設計され，採用ヽされてい(4a)
これによれば変調部に５段振幅最平坦形の中間周波ろ波器（帯域幅7 2 OMHz ) ,チャンネル
分波器として送信側，受信形とも２段振幅最平坦形（帯域幅8 0 0 MHz　），高周波盤受信部
に５段振幅最平坦形（帯域幅7 2 OMHz ) ,遅延等化盤に５段トムソン形（帯域幅８ １ OMHz)















が装置総合で- 2 5 dB　以下であるものとした（表4. 1 1 )。装置の試験は高周波盤入力端子
から遅延等化盤出力端子（ＩＦ－ＩＦ間伝送特性）と，変復調盤変調部，ならびに復調部の３
つに分けて行なうこととしたので，そのおヽのおヽのにわ夕あてたエコー量はI F - I F間が－２６










パルス増幅器にリタイミンダ機構を付加した設計としたこと72どによりクロック4 0 0 MH zと








誤差は土ｆ以内，抽出搬送波雑音－３ 0.6 dB以下(0.6° rns 以下），識別不確定，しきい値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-17 5-

































































ので，2. 6節の図2. 5 7 (a)に示したガウス形波形送系のものと異な!)，符号間干渉，ピーク値



















式4. 4 0にしたがって中継利得を求めた。この場合，周囲温度条件として，0 °Ｃ，室温，４０
°Ｃの３種類をと!）測定した。また，分波装置で受ける帯城制限を模擬するためのフィルタ（帯




































駁悪相 □ ○ △




















Ａ０９チャネル( 5 0.2 8 GHz )送信・送受信装置対向の場合1 7.7 dB, B 1 2チャンネル














温度変化の全範囲でＣ／Ｎ値の最小は1 6.2 dB,最大は1 9.4 d B　であ!)，帯域制限がﾌ2い場







これらの図からすべてのデータは表4. 1 2に示した設計目標置２ 0.3 dBを満足するものであ
る。
　次に誤り率が１０‾９となるＣ／Ｎ値，雑音指数Ｆ７ならびに出力Po　の実測値より求めた中
継利得実現値を表4. 1 4に示す。温度変化０～４０･Ｃに対し，中継利得６ 9.0( 5 OGHz ),




ch span t e mp .(゜C)
送信出力 雑音指数 所要C/N 中継利得


































































































































































　8 0 0 Mb/s　４相という高速多値ＰＳＫ信号の導波管伝送について同期検波復調の場合の実














　現場試験回線は，水戸電報電話局と茨城通研間の2 2.7 Kmを2 hopで結ぶ構成をとっておヽり，
水戸電報電話局から約1 5Kmのところに向山中間中継局が設置されている。
















' 5 0.2 8 GHz
　　　Ｂ１１





















（６ ２．６7GHz ），Ｂ１２（６３．４8GHz ），Ｂ１３
（６ ４．２9GHz ），Ｃｏ１（6 5.8 5 GHz ），Ｄｏ６（８０．６7GHz ）の６つであり，このうちA 09 ･





















































　しかし, W-4 0 G方式のような多重モードの導波管線路を伝送媒体として用いる方式では，
導波管の曲りやコーナー部分で生ずるモード変換再変換によって振幅周波数特性上に細かなリ































GHz (平均-0.2 dB/GHz,標準偏差1.2 dB/GHz ), 2次振幅が― 1.7～＋4dB／（0.４ＧＨｚ）2















いこの現場試験回線に訟いては，周波数区よね線路減衰量が異な凱特re A 0 9チャンネル
（搬送周波数５ ０．２8GHz ）に訟いては，水戸一向山間1 5 Kmの場合であっても中継利得に対






として約８３‰と読みとることができ，上述の熱雑音― 2 7.8 ｄＢの効果を除くと，アイオーブ
エンダとして約８７呉となるから，誤り率特性上の劣化として理論限界からの劣化が約1.2 dB
以下（誤り率１０‾９に訟けるＣ／Ｎ値として約1 6.9 d B )と予測される。実際，次に述べるよ
うに符号誤り率特性測定の結果は1 6.7 d Bであり，送受対向の室温でのデータ（図4. 4 9 (a) )





















　ここでは. W―4 0 G方式で実際に取扱うと考えられる信号源に重点をおヽいて検討すること
とし，１ ０ 0 Mb/sのパルス列を８チャンネル多重化して２系列の４ ０ OMb/s の･’゛ルス列が













　同図に示した場合の誤か率1o‾9を得るに要するＳ／Ｎ値（Ｃ／Ｎ値）は, A 0 9で1 5.4
dB( 1 6.7 dB), C 0.1で16.7dB(18.0dB), D06で1 7.7 d B ( 1 9.0 ｄＢ）でもｐ，いず












































































値とみなしている。　この図でも明らか;なように，最悪値で1 9.6 d B ,平均値1 7.7 d B　であ!?














































































処する一方法として4.3節ではび4シフト方式を提案したが, W-4 0 G方式では端局。監視
切換局にかかれる符号変換装置でスクランブルをかけるという方法がとられているt1)この実験
では，このスクランブルの効果ならびに異なった種類の信号源に対し同期検波復調部や導波管
　信号源には, 8 0 0MPXの実装チャンネル数を順次増加していく方法を用いた。 １０OMb/s
の信号には，カラーバー信号( CB ) . 15段ＰＮ符号訟よび実際的な信号源として放送波を
受信してＰＣＮ符号に変換したテレピ信号（ＴＶ）を用いた。








































ＣＨ２･･･0 0 1 1 1 1 0 0--･
井２


























( 4.4 4 ）
　　　　　/o:搬送周波数
現場試験回線の波形伝送特性の測定例では’　に6 nsec ’ρβ゜-3 3dBであるｏ






































ここに, 8 0 0 M b/sという超高速の４相ＰＳＫ同期検波方式中継装置設計技術を確立するこ
とができた。




















　そこで，次に2. 4 , 3.3 , 3.4節で明らかにしたようにクロック周波数を約２倍とし，４値
の伝送ができる４相ＰＳＫ変復調回路を実現し，これを適用した８ ０OMb/s 遅延検波復調４
相ＰＳＫミリ波中継装置を, 8. 4Km導波管線路，分波装置とともに用いて総合中継実験を行な










































































































　　ここでＰｅ（ｚ）は･遅延検波方式に対しては第4. 3. 3 項に示しだ式( 4. 2 8 ）（但し　ｚ＝
（Ｃ
＼Ｃ１十ＳＩＳ ｏ）／（72），同期検波方式では第4.
























































































　　　f{m) ; B T積{ B T= m )より符号間干渉量（片側βＴχＴ。）
　　　を求める函数であり，ガウス形帯域制限の場合は次式で与えられる：







































動などとともに, "1" , "0" 判定のしきい値をおヽし上げる結果となる。
識別不確定性ならびに
しきい値変動幅








































　　　　d°ｙ12 ゛パ71 ( 4,5°‾２ｊ∂Ｔ）；遅延検波　　　　　　　　　　　(5.9 )
④eye openi ngならびに，実効eye opening は式（5. 9 ）のｄより
























ｌ°　８１ 十ρ1十“1　と後続’｀゛クド.R2 ° 82 十ρ2十“2　との内積で与えられるｏすなわち，
０位の検波器（半２°検波器）の出力ｄ，は
　　　　　do = -Kj ・μ2
　　　　　　　°（81十ρ1十nj・（82十ρ2十yl2）
　　　　　　　一（81十ρ1）・（82十ρ2）十（81十ρ1）・y12十（82十ρ2）・n1十a1 ・n2























































































































































































































チャンネル間干渉 －21(E)(dB) 3.0 7　dB '°CXT
スプリアス干渉 -40 (dB) 0.03　dB -^SP
βgr＝
匹



























全歪角 1 2.5 8° ∠1∂T
アイ．オープニング 4 0.556 ６
識別不確定領域
しきい値変動
士2.5 55 0.4 5　dB jer
タイミンダ時点変位 ＿④ θ
実効アイ・オープニンダ 3 5.5 95 召ＥＦＦ
導波管歪雑音 -37dB 0.06　dB C/NwG
理論限界⑤からの劣化 5.9 dB 7.0 1　dB Re



































































































































- 2 9 dB以下
－この例では，約4 0 0 0　台の変復調盤を製造したことと等価である。このヒストグラムから，































= 1.2 n s/GHZ



































































































図5. 1 3に示した範囲内の波形伝送特性，ならびに表4.1 5に示すように- 2 7 dB以下である








































Ａ０９ ５００ 1.4 da/GHz －２ ７．５　dB
Ｂ１１ ４７０ ― 0.5 －3 2.7
Ｂ１２ ４６０ ０ －3 0.4
Ｂ１３ ４８０ ０ －2 8.8
Ｃ０１ ５００ -1.0 －2 7.5








Ａ０９ ４６０ ― 0.6 －3 2.7
Ｂ１１ ５００ 1.1 －3 0.1
Ｂ１２ ４２０ 2.0 －3 4.3
Ｂ１３ ４５０ -2.9 －3 1.9
Ｃ０１ ４９０ 0.5 －2 9.2






































































区間，１チャネルでもこれを逸脱することがあると, 2 5 0 0 km全実装の回線として成立しな
いものと方る。これを模擬する意味で計算によってその分布を確かめたが（図5. 1 9の点線
































































= 2 3.3 dB
　１０で／2500Kmの符号誤り率規格は情報符号に対するものであるから，中継系にぷヽいては
５×10 V2 5 0 OKm　が要求され，これを１中継( 1 5Km)当たりに換算すれば３×１０‾ｌｏとﾌ2








( 5.1 7 )
であるo jlE は
　　　　　j? Ｅニ― 20 1 og ^EFF － んＥ　　（ｄＢ）
となるｏ ^EFFは実効アイオープニフダであり，
　　　　　６ＥＦＦニ（１‾ｐＴＸＴ）ｃ°゛ ｊθＴ‾バ７゛ｊ∂Ｔ‾２ｊ６Ｔ
( 5.1 8 ）





｀またんＥは６Ｅ四を最悪値計算したために必要となった補正係数である。 W-4 OG 方式の中
継系ではPTXTニ0.1 8 2・ｊ∂Ｔニ5.5 °・μＴニ0.0 ２５・≪EFF ニo･668・んＥニ0.7（dB）






















































段変調方式を提案することにより, 8 0 OMb/s ４相ＰＳＫ伝送という超高連領域におヽいても
設計通りのものが実現できることを理論的に示すとともに，導波管線路，分波装置，を含めた
総合中継実験でこれを確認した。































































































































一)7n- = 0 Ｈ Ｈ４９
の関係があるので’ＦｊＪ）を立上り時間らであらわせば














すると・伝送帯域の端点a7o‾ぐyの点での干渉波が問題となる．その大きさ,は. ( 2 A- 5 )
式で゛゜2 ゛o ‾｛５゛（zに対するＦＰである゜
　ら

























































? ? ? ? ? ? ?




























(1) Siショットキ・バリア・ダイオードは図2 C . 1 ( a )に示すように立上り点電圧が約
　0. 4 Vであるため，十数ｄＢｍの入力搬送波を用いる場合には，どちらか一方のダイオード
　に負バイアスをかけ，ダイオード導通による変調損失を小さくする必要がある。一方GaAs













（2）バイアス電圧を必要とし乃:い場合には．図2 c . a　のＳｉダイオードを用いる場合と異な





















　図2 C . 4に４ ＧＨｚ帯で試作したＯ～π２相位相変調器のパターンを示す。この回路はトリ
プレート構成のストリップライｙ回路を採用している。使用したダイオードは，超小形のリボ
ン形パッケージ（約1.2×1.2φロ）に納まったGa As　ショットキ・バリア・ダイオード












　図2C . 4　にお･いて. Ca r r　端子からの入力搬送波はダイオード（黒ぐ・ヽツチした部分）
によって経路Ａ又はＢに切分けられ，その径路長差（λ／２）によりＯ相あるいはπ相の変調
波が得られる。
　ここで. HPFはλ／２結合形２段帯域通過フィルタであり. 5 0 J2線路に約１．２×λ／４
（約1 5 mm )の間隔でU. 2 mmのスリットを入れ上に薄い誘電体（テフロンシート｡　0.0 5皿厚）
を介して導体を置ぐ構成とし必要な容量を得ている。
　ＬＰＦはλ／４長の分布定数回路で構成したL , C 2段形の低域フィルタであり，そのしや











間はおヽのかの3 5 0 p s *ヽ･よび45 0 p sであり，Ｓｉを用いた場合より立上り時間を約半分に
改善することができた。なあ･。用いたパルス発生器の立上り時間は3 0 0 p sである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―23 7―
一 一






り時間3 5 0 ps～4 5 0 p s )の変調波を得ることができ. Si　を用いた場合よりも立上り時間
をさらに改善することができた。
　表2 C . 1　に，第a. 4. 3項で述べたＳｉを用いた場合との比較を示した。















　　図2 C . 3
　　　Ga As





















図2D . 2　はこの微調器の特性を示しているが３．５～４．５ GHz の帯域内Ｋお･いてVSWR








































































ただし，抵抗率は2 0 0 Q/cm　である。この結果，周波数帯域３．５～４．５ GHz にお･いてそう














　　　　　　９１（め＝j‘　ｑ（ｈφ）り＝斗　６‾７７　　　　　　　　　　( 4A. 2 )
　　　　　　　　　　　　　ｏ　　　　　　　　　　　　　　　刄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『
とﾌ2:る。これはRayleigh分布として知られている。









































となるｏただし，tz･ ゜（1／√Ｆ）／（7，ｊ＝ニフ/2 a = R ( C/N.本文参照）・a7＝・･p,
ｚoニVI P
0　であるｏ式(



























( 4A. 9 )
〕ミPi （４Ａ．１０）
(4. A. 1 1 )



















単な近似式を用いて・非常に精度よく計算できるｏすなわち式C 4A. 7 )で積分PIの値が被
積分関数のａ,o近傍での値でほとんど決ってし｀まうことを考慮すれば，式（４Ａ．７）を









√瓦　　2J　　　　ω"･^0 - p,"' ( 4 A. 1 3 )
式（４Ａ．１３）は文献(33)と一致する。本報告では２番目の近似式( 4 A. １２）を用いる
こととした。本文中の式（4. 6 ）がこれである。
　近似式（４Ａ．１０），式( 4 A. 12 ) ,式( 4A. 1 3 )では，誤り率が小さぐなればなるほ
ど誤差は小さぐなる。一例として，tむ＝√Ｒ＝4，βo＝0.5　の場合の３つの近似式の誤差を
評価してぷヽく。ｇ＝4はＣ／Ｎの１２ｄＢ（ｙ＝１６）に相当するｏ原式（４Ａ。５）を，シンプソ








( 4A. 5 )
シンプソン６区分 1.5 7 83 0×１０‾３ -
シンプソン４区分 1.5 8 0 00×１０‾３ 十　〇.11S
式( 4 A.10) 1.5 5 8×１０‾３ 十　1,3　悔
式（４ Ａ。１２） 1.6 5　×１０‾３ 十4.6 <^
式（４ A.13 ) 1.8 2 7×１０‾３ 十15.7　多





て，マークをスペースと誤る確立の計算に釦いては，式4 A . 9でlz,を
　　　　　ｇ´゜w ( 1 －βＴ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C4 A. 1 4,)
あるいは














( 4A . 1 7 )





















( 4A . 19 )
( 4A . 2 0 )
　｀また・符号間干渉を両側から受ける場合には式４Ａ． １９のｐＴ　を（２ｐＴ）におヽきかえたも
のとなる。それが式(416)である。
　式( 4. 1 5 )ならびに式（4･16）はPj = 0　;なる場合には成立し刀:いが･以下に示すように･




Ｐ３ｏｒｉｇ　°　／ iZcc) e ‾{(“Ｔ)
２十ｊ｝
７ｏ（２ｐＴＵＪこＸ;)dx　　( 4 A. 2 1 )
　　　　　　　　　　　　βOg
を用いて。本文中の式( 4.1 0 )を計算した場合と。近似式C4 A. 1 9 )を用いて同式を計算し
た場合との差を比較したものが図4 A. 1　である。同図のたて軸は，近似式（４Ａ．１９）（Ｐ３）
と’原式（4A°21）（Ｐｌｏｒig）との差j P3　の半分を目盛クてある゜これは誤り率を計算す
る式4. 1 0におヽいて，誤差ｊＰ３は，式4. 1 0全休０半分の寄与であるからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―24 5―















す72:わち・ほぼ1／2 j P3 が式4 10の誤差と考えてよいｏ同図からわかるように･ｐＴ～０
となると。分母のｐＴが大きく影響して誤差が急に増大するが，βＴ＞0.0 1 では誤差は１０
％以下であり. C/N対誤り率特性曲線上への修正はきわめてわずか忿ものとなる。だから，








で表わされる。今，（ｚｌ ，ｙ１）は平均値（cl ， SI）の正規分布となり，（ｚ2，y2）は平均値
(C2 , S,)の正規分布と忿るので･ ･^1' y
l，
a72，y2が互に独立であるものとすると，（ｚl， yl）
で且つ（，ｒ2， y2）であることを見い出す確立密度関数　９（ｚｌ･ yi- ｚ２･ｙ２　Ｄ ）は







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 4B . 2 )
今･･ ･^l　y Vi を個定した場合の条件付確率密度関数9（ao u.. yl）は．式( 4B. 1 )で正
規分布をなす変数の和であるから.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（do‾゛IC2‾ylS2）2
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